
平成 21年度 厚生労働科学研究費補助金 厚生労働科学特別研究事業

「新型インフルエンザ (イ ンフルエンザ A/HlNlswl甲 )発生への検査、調

査についての準備及び初期対応の総括と病原体検査や感染者調査に関す

る今後の国と地方との連携強化及び対応能力強化に関する緊急研究」

について

(注)新型インフルエンザの標記について

2009年 に pandemicを 引き起こした新型インフルエンザ A/HlNlウイルスは、プタに常在する

A/HlNlsw(swine)ウ イルスから由来したことから、発生当初は季節性インフルエンザ A/HlNlウ

イルス (A/ソ 連型)と 区別するために、in■uenza A(HlNl)swine_lineage(A/HlNIswl)と いう表記

法が暫定的に用いられた。このため、その時点で研究を開始 した本研究課題名は「インフルエン

ザ A/HlNlswl」 としているがtその後、新型ウイルスの正式名は pandemic(HlNl)2o09ま た短縮

表記法として A/HlNlpdm(pdmは pandёmicの略)を採用することになっている。疾患名につい

ても、これまでいくつかの標記が使用されてきた経緯があり、本報告書でも「 (HlNl)2009パ

ンデ ミック」「バンデミック (HlNl)2009」 等の複数の標‐記方法を使用 している。

<報告書の概要>

【研究体制】
研究代表者 :宮村達男 国立感染症研究所所長

研究分担者 :渡退 治雄 国立感染症研究所副所長

岡部 信彦 国立感染症研究所感染症情報センター長

田代 員人 国立感染症研究所インフルエンサlウイルス研究センタニ長

林
~謙

治  国立保健医療科学院院長

田中 智之 堺市衛生研究所所長

小田切 孝人 国立感染症研究所インフルエンサ
゛
ウイルス研究センター第二室長

谷口 清州 国立感染症研究所感染症情報センター第一室長

藤井 紀男 国立感染症研究所企画調整主幹

【研究の趣旨】
平成 21年 4月 に発生 した今回の新型インフルエンザに対 し、国立感染症研究所にお

ける対応を整理 し記録 した。また、国立感染症研究所が主たる役害1を担つている病原

体検査及び感染者調査について、今回の経験を今後の感染症危機管理対応に活かす観

点から、地方衛生研究所、検疫所、国立保健医療科学院等の関係機関における対応も

含めて検証及び検討を行つた。検討対象 とする対応の期間は、主として発生初期 (概

ね平成 21年 4月 ～7月 )と し、これ らの対応に関連する事前の準備等についても対象

とした。
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【総括の概要 】

感染症コントロールの根本はt(i)事前の準備、 (ii)流行の迅速な把握、解析、 (iii)

機敏な対応、(iv)流行ごとに新規に学んだことを生かして次に備えることである。イ

ンフルエンザに限らず、感染症の対応は、走りながら最善の対応をせねばならない

側面もあるが、今回の新型インフルエンザに対する対応においては、当初、最悪の事

態として想定していた高病原性鳥インフルエンザA/H5Nlか らの発生ではなかつたも

のの、その準備として行つてきた国立感染症研究所における体制整備、病原体検査、

疫学調査等にかかる日立感染症研究所一地方衛生研究所二検疫所の連携基盤が今回の

円滑な対応において大いに役立った。

今回の初期対応については、従来からの国内外の連携を糧に概ね適切であつたとい

えるが、原因となるウイルスの性質が季節性並の病原性にとどまっていたことが幸い

だつた面もある。今回の経験から、今後 とも国内外の関係機関の連携の維持、強化、

弛まぬ基礎研究の推進と国民の信頼に基づく感染症対策への強い国のポ リシー確立を

図る為の多 くの教訓 を得た。

【分担研究の概要 】

I 国立感染症研究所における対応

1.国立感染症研究所における対応   i

(1)事業継続計画 (Bё P)の作成  [渡退]  :
【要 旨】

1  国立感染症研究所では、政府全体における高病原性鳥インフルエンザA/H5Nlか ら
|

|の新型インフルエンザの発生を想定し、平成21年4月 までに検査等業務の事業継続計画
|

|を策定しt所内の応援体制、業務の優先度等について詞整を行つてきていた。今回は
|

|これを基盤としての対応体制が整備されていたので、迅速に対応することができた。 |

【報告の概要】                         |
○ 平成20年 1月 、副所長を中,い に国立感染症研究所における事業継続計画の策定の

検討を開始。①新型インフルエンザに関するウイルス検査、②新型インフルエンザ

に関する疫学調査、1情報収集・解析、③ (通常業務で′ある)検定・検査、④健康管

理、⑤総務部関係 の各業務についてWGを設けて検討を行い、平成21年 3月 に

は「国立感染症研究所新型インフルエンザ対策行動計画」の策定をほぼ終了し、平

成21年 4月 27日 には本計画に基づく対応を開始した。

○ 本計画では、特に上記①②に対する業務体制を強化するため、主として担当する

インフルエンザウイルス研究センター、感染症情報センター以外の研究部、総務部
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の職員も含めた全所的な応援体制を組むこととして所内の合意を事前に得ており、

今回の対応においては円滑に機能 した。

<課 題>
○ 関係部、関係者間の意思疎通・情報共有を支える基盤的整備 (情報マネージメン

トシステム等)が不十分であった。

※ 現在、円滑な庁舎間の遠隔会議の実施方法等を含め、情報共有方法の等の改善を図りつつある。

(2)国内外の主要会議等への参画  [岡部][田 代 ]

【要   旨】

1 国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター及び感染症情報センタ■の
|

1両センター長をはじめ国立感染症研究所の職員|よ、今回の新型インフルエンザの発生
|

1以前より国内外の多くの新型ィンフルエンザ関連会議に専門家として参画した。発生
|

1後も国内外における対策決定への貢献、最新の情報の収集と共有を行った。これらが
|

iユが貝Ω対磨Jlビ_L主塁墜壼れな1ゝ oた部分もあった。             |
【報告の概要】

〇 以下の会議等への参画をとお して、国内対応及び国際対応に貢献するとともに、

国際会議への参加を通 じて得た最新の情報 を厚生労働省等に還元す ることによ り、

国内対応に関す る判断材料 として活用 された。

<主な国内会議等>
・ 新型インフルエンザ対策専門家会議 (厚生労働省)<平成 21年 4月 以前>
・ 新型インフルエンザ対策本部専門家諮問委員会 (内閣官房)<平成 21年 5月 以降>
・ 健康危機管理調整会議 (厚生労働省)

・ 衆議院予算委員会
・ タミフル調査専門委員会 (厚生労働省)

・ 新型インフルエンザワクチン意見交換会 (厚生労働省) 等

<主な国際会議等>
・ WI‐IO国内インフルエンザセンター緊急対応計画に関する作業部会 (ジ ュネーブ)

・ WI‐IOイ ンフルエンザ PCR作業部会 (ジ ュネープ)

・ 新型インフルエンザ準備に関する政府間会議 (IGM)(ジ ュネーブ)

・ WI‐IO総会 (ジ ュネープ)

= ノイラミダーゼ阻害薬感受性ネットワーク (NISN)会議 (ロ ン ドン)

・ 新型インフルェンザ再検討国際会議「バンデミック回避計画」 (イ タリア ロシエナ)

・ lⅦ IO(WPRO/SEARO)国 内 イ ン フル エ ンザ セ ンタ ー会 議 (北京 )

・ 新型インフルエンザ対応と準備に関する国際シンポジウム (北京 )

・ 米国 ACIP会議 (ア メリカ)

・ HlNlワ クチ ン に関す る ヽ咀 0/SAGE会 議 (ジ ュネ ー ブ )

・ WI‐IO(WPRO/SEARO)会 議 (バ ンコク)

・ WPRO各 国緊急感染症対応部局及び IHRフ ォーカルポイント会議 (マ ニラ)等
※ その他、 嘔ヽ0、 GHSAG等が行った国際電話会議にも参画 した6

<課 題 >
○ 限 られた時間、マンパ ワーの中で国内対応 と国際対応 に同時に対応 していたため、
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さらに円滑かつ効率的な対応方法への改善が必要がある。

※ 人員の効率的な活用のためのシステム的な改善も検討することが重要

○ 国際的な対応の方針、状況については、適宜、厚生労働省等と共有 していたが、

水際対策から国内対策への重点の移行時期等に関 しては、必ず しも我が国の対応に

おいて迅速に反映されなかつた部分があつた。

※ 今後とも、専門家としての意見の適宣適切なとりまとめ及びこれらに関する対策立案関

係者との意思疎通を更に図る必要がある。

2.イ ンフルエンザウイルス研究センター い における対応

(注 )イ ンフルエンザウイルス研究センター

平成 21年 4月 1日 、それまでのウイルスニ部の一部として実施 していたインフルエンザ

関連研究 "業務を一元的に担当する目的でインフルエンザウイルス研究センターが発足し

た。

(1)WHOイ ンフルエンザ協カセンター等としての対応  [田代]

【要  旨】

世界 4カ 所のWHOイ ンフルエンザ協カセンター及びワクチン品質管理担当ラボラ

トリーに指定されている機関の一つとして、今回の新型インフルエンザの発生前から

状況の収集・分析とWHOに おける対応方針の検討等に貢献するとともに、世界各国

の担当者との強い信頼関係が基盤となつて、世界的健康危機に対応した国際貢献を果

たした。

【報告の概要】

○ 今回の新型インフルエンザの発生確認以前から米国 CDC、 WHO世 界インフルエ

ンザ監視ネッ トワーク (GISN)等 よリブタ型インフルエンザウイルス HlNlに よる

ヒト感染例の発生、メキショ南部でのイ ンフルエンザ様疾患の流行拡大等の情報が
｀

速やかに共有 され、WHOイ ンフルエンザ協カセンターの二員として情報収集と解

析にあたった。

O WHOに よるフェァズ 4宣言以前より、当該ウイルスのウイルス学的解析に関す

る情報を共有 し、その遺伝子配列か ら予想されるウイルスの性状を調べ、他の協力

センターとともに新型 A/HlNlpdmウ イルスの遺伝子検出のための PCRプライマ

ーとプロー ブの設計を提案 し、我が国においても設計・作成をいち早 く開始 した。
ヽ

O WHOに おけるフェーズ引き上げ、ウイルスの取扱いレベル、ワクチン開発とそ

の効果等に関する検討に参加するとともに、厚生労働省、内閣官房等との情報共有

を行つた。

○ その他、世界各国とウイルス特性や対応等に関する情報を交換するとともに、ア

ジア地域を中心とするウイルス診断検査等にかかる技術支援を行つた。

○ 国内における新型インフルエンザワクチンの製造株決定に関する会議を主導し、

株の選定、推奨を行つた。
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<課 題>
○ インフルエンザウイルス研究センターは発足 したばか りであつたため、新規職員

等の教育訓練等が十分に終了していない状況での対応であった。

※ 今回の経験をもとに、ワクチンの品質管理を担うEssehtial Regulatory Laboratoryと しても世界の

期待に添えるよう実力をつけていきたい。

○ 多くの国では、WHOの パンデミック警戒 レベル (フ ェーズ)に応 じた対応計画

_が作 られていたが、流行の地理的な拡大を規準 としたことから多くの問題が生 じた。

※ さらに適切な指標を設定していく必要がある。

○ 世界における対応と我が国の対応が一致 していない部分も見受けられたが、情報

共有と対応の判断についてのプロセスにはさらなる改善が必要と考えられる。

※ 多くの関係者との意思疎通の円滑化、大量の情報を適宜適切な者と共有する方法等に関するさら

なる検討が必要                              ´

(2)国内のウイルス診断検査体制の構築  [′卜田切]

【要  旨】

今回の新型インフルエンザ発生以前に高病原性A/H5Nl鳥インフルエンザを想定し

て検疫所、地方衛生研究所に対して準備を行つていたPCR法による診断検査系を新型

A/HlNlpdmウ イルス用に修正し、新型インフルエンザが本邦に上陸する前に全国規模

での検査体制を構築し、地方衛生研究所と連携・協力により検査系の更新も行つた。

また、これらプライマー、プロ=ブの情報等をⅦ OのPCRワ ーキンググループに提供

する等により、海外の検査機関での診断検査系の開発に貢献した。

さらに、新型インフルエンザウイルスに対する抗インフルエンザ薬耐性株サニベイ

|ラ ンス体制を地方衛生研究所と連携 して構築 した。

【報告の概要】

○ 今回の新型インフルエンザ発生以前より、地方衛生研究所、検疫所に対 して高病

原性 A/H5Nl鳥 インフルエンザを想定 したウイルス検出検査系の構築の支援 と検査

技術訓練を実施 しており、今回の対応の基盤となった。

O 米国 CDCが公表 したカルフォルニア株の遺伝子配列をもとに、WI‐IOに よるフェ

ーズ 4宣言以前からプライマー、プローブの設計を開始 し、平成 21年 5月 2日 には

全国の地方衛生研究所、検疫所等への配布、検査指針等の提供が終了し、全国規模

での診断検査体制の構築が可能となった。

また、7月 には、地方衛生研究所からの変異株の情報が速やかに提供され、プロ

ニブの再設計 と再配布を行 うことにより、検査精度の向上が図られた。

○ 初期においては、新型インフルエンザヘの感染疑い者の検体検査を地方衛生研究

所、検疫所と並行 して実施 し、国立感染症研究所が確定診断を担当した。

O 地方衛生研究所との連携・協力により、実施方針、要綱、マニュアル等を作成、

配布 し、新型インフルエンザ抗インフルエンザ薬体制株サーベイランスの立ち上げ
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と全国規模で実施体制を構築 した。

O インフルエンザウイルス研究センターにおいては、事前に作成 していた国立感染

症研究所の行動計画に基づいて他部署による応援体制を構築することにより、膨大

な業務を比較的円滑に対応することができた。

<課 題>
○ 当初、新型インフルエンザ発生時の検査については、「医療機関における診断の

ための検査ガイ ドライン (2009年 5月 1日 改定)Jに基づいた作業方針が合意され

ていたが、その後、厚労省本省においてその方針変更がなされたことから、現場で

の混乱が生 じた。

※ 今後、現場の対応状況を反映した、現実的な対応策を検討することが必要である。

○ 今後とも、国立感染症研究所と地方衛生研究所、検疫所とのさらなる連携、協力

体制の維持 と強化が必要 と考えられた。

3.感染症情報センターにおける対応  [谷 口]

【要   旨】

1  今回の新型インフルエンザヘの対応として感染症情報センターが行つたサーベイ |

| ランス、疫学調査、コミュニケーションの3つの分野についでtその内容とLesson

l leamedを記述し、今後の対応に向けての資料とする。今後は、国家としての健康危機

1 管理のための明確な戦略をもつてシステムを見直し、国と地域で一体となつて構築す

: る全体の体制が必要である。

【報告の概要】

本分担報告においては、分担研究者が実施した本研究課題に関連する他研究課題により得

られた成果の一部も掲載した。

(1)サーベイランス

χ 平成 2f牢イガ29″～7ガ 2イ βまα_~4~2ι /_― ものを申心/_~記載

O ①全数届出、②疑い症例調査支援システム、③状況のモニター、④重症例の把握、

⑤病原体サニベイランス、⑥全体のパンデミックのインパク ト (超過死亡)に関し

て情報の収集・解析をとおし、そのデータを対策実施の資料として厚生労働省に提

供した。

○ 研究的なサ=ベイランスとして、⑦メニリングリス ト (ML)イ ンフルエンザ流行

前線情報データベース (ML― Flu¨DB)、 ③学校欠席者サニベイランスt⑨薬局サー

ベイランスによる情報の収集・解析を行い、協力自治体、厚生労働省、文部科学省

等と共有した。今回の経験により、これらの有用性について一定の評価ができたこ

とから、今後は全国的なシステムとして活用することを検討すべきであると考えら

れた。

<課 題>
〇 以前より、新型インフルエンザの発生を想定 したサーベーランスの実施方法、改
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善等の議論が行われていたが、今回の対応においては体系的に実施には間に合わな

かつた。このため,医療機関、自治体からの届出内容 =方法がしばしば変更され、

法制度に基づくザ上ベイランスの中心システムである NESIDに ついても状況にあ

わせた柔軟な運用ができなかつたことから、ファックスや緊急回避的な届出システ

ムの追加等が行われ、情報収集・共有の体制が混乱した。

※ 今後、サーベイランス全体として検討を行つてシステムを設計すること、システムの運用の責任

の所在を明確にして状況に即した柔軟な運用ができるようにすること等の検討を行い、より迅速

で精度の高いサーベイランスを目指すことが必要である。

(2)積 極 的疫学調査の支援

O ①成田空港検疫所 (隔離、停留者).②神戸市 口兵庫県、③大阪府、④福岡市・

福岡県、⑤船橋市、千葉県、⑥沖縄県、⑦宮古島市において感染者を中心とした積

極的疫学調査の支援を行うとともに、その状況を厚生労働省と共有した。

O FETP(実地疫学専門家養成当一ス)研修員がこれらの疫学調査に加わり、人員養

成の面からも有用であつた。

,○ 実地疫学調査と並行して、①国立感染症研究所の血清銀行の保管血清を用いたパ

ンデミック発生前の国民の抗体保有状況、②集団発生時の感染暴露状況を検討する

ため神戸市における医療従事者等の抗体保有状況、③既存の感染症流行予測調査事

業を活用したバンデミック中の国民の抗体保有状況等の血清疫学的調査を実施し、

その結果を厚生労働省と共有、公表した。

<課 題>
○ 関係者の努力により調査への支障はなかつたが、緊急時に大規模な調査を実施す

るための予算的措置、体制等に関しては大きな課題を残した。

※ 今後、必要に応じて適宜適切な調査の実施を担保する予算、人員の措置、人材育成等を図る必要

がある。

(3)国際サーベイランス、海外情報の収集        
′

O WHO、 米国 CDC、 ECDC、 FDA、 OIEに掲載 される各国の患者 日死亡者等の状況、

各種サーベイランスの手法及び実施状況、各種ガイ ドライン等を中心に情報収集 し、

国内サーベイランスのデータと比較 口分析する等によ り対策の基礎資料 とした。

○ 米国 CDCの MMDWを は じめとす る各種論文や研究者のネ ッ トワークを通 じて情

報を収集し、関係者との共有を図るとともに、翻訳してホームペァジに掲載する等

して国内の関係者、国民への積極的な情報提供・発信を行つた。

○ これらの業務は、新型インフルエンザ発生以前に作成された国立感染症研究所の

行動計画に基づいて関係者の応援体制を組むこととされていたことから、一部でこ

の仕組みを活用して作業を行つた。

<課 題>
○ 応援者による作業も含めて、実施すべき作業の優先順位の決定、確認作業の段階

での作業の停滞等、作業全体の効率的実施のための調整方法等に課題を残した。
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※ これらの作業を支援する方針やシステム、翻訳・確認のスペシヤリストの確保等も必要と考えら

れる。

(4)情報発信、コミユニケー シ ョン

0 情報発信は、主どして①Web(ホームページ)t②メディア意見交換会・報道対

応によ り行 つた。

O ①としては、海外情報の日本語を含む国内向け情報発信と日本国内の情報を英訳

しての海外向けの提供を行い、アクセス数は平成 21年 5月 末は約 63万 リー ド/日

に至つている。平成 21年 4月 28日 ん12月 31日 までに掲載した国内向け情報の原

稿総数は 369、 海外向け情報は 27で あり、
:そ

の他、症例報告数 日死亡者数を図表と

して 105回のアップデー トを行つた。

o ②については、以前よリマスコミ関係者に感染症に関する理解を深めてもらい、

国良への正確な情報提供につながることを目的に定期的に実施していた。新型イン

フルエンザに関しては、平成 21年 4月 27日 を皮切りに4月 中に2回、5月 は 10回、

6月 に 4回 と集中的に開催し、その後もほぼ月に 2回のペースで開催している。こ

れらの実施に際しては、全所的な支援が行われた。

○
~国

立感染症研究所内|で は、当初、感染症情報センター内でのミーテイングは毎日、

感染研全体としては感染症情報センターとインフルエンザウイルス研究センターの

主体が戸山庁舎と村山庁舎に分かれていることも勘案し、定期的にテレビ会議を頻

回に行つて疫学情報、病原体情報、国際会議での情報等、技術的な情報共有と議論

に基づく意志決定を行うた。                     ヽ

<課 題>
○ 今回のような危機管理時には多くの情報が行政ルー トを含む様々なル=卜 で公開

されるが、メディアを通じて国全体に提供されるものも多く、公衆衛生従事者や臨

床医等の専門家が必要とする情報が適宜適切に提供されていなかつた可能性があ

る。

※ 米国では、情報のネットワークが PHIN(Public Health lnfolll.ation Neuwork)と して一元管理され、

専門家への情報は HAN(Health Aleart Network)において個別に提供されている。今後、我が国にお

、いても情報の収集体制とリンクした提供体制が必要。

○ 情報発信にかかる翻訳を含むの作業等については、人的、予算的の確保に大きな

課題を残した:

※ 危機管理時における国全体としての明確な戦略をもち、今後の対応に活かしていくことが必要。

4.検疫所との連携・協力による対応  [藤井]

【要   旨】           ‐

1 今回の新型インフルエンザ対応において検疫所と国立感染症研究所が協働して行つ |

|た病原体検査、隔離者等の疫学調査について、その準備状況、実際の対応について関 |
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1係者からの意見聴取も踏まえて記録 口検証した。                |
1 今回、概ね円滑に協働した対応が行われたが、さらに組織的な連携・協力体制の強 |

1化 を図る必要があると考えられた。

【報告の概要】

○ 病原体検査の速やかな体制整備については、以前より行われていた高病原性鳥イ

ンフルエンザH5Nlからの発生を想定したPCR検査による診断検査系の準備が有用

であつた。   '     1
0 成田空港検疫所における我が国で初めて確認された感染者に対して、国立感染症

研究所の疫学専門家による調査を実施した。

○ その他、検疫業務への人的支援として、国立感染症研究所の職員を派遣した。

<課 題>
○ 全国規模で検疫所との協働が必要とされる事例についての、双方の役害1分担の明

確化と共有認識の醸成、日頃からのコミュニケーションの確保の不十分きがあつた。

※ 持続的、組織的な連携・協力体制の強化を図るための検討も必要である。

Ⅱ 地方衛生研究所における対応 [田 中]

札幌市、秋田県、東京都、富山県t愛知県、大阪府、奈良県、神戸市、山口県、

沖縄県の地方衛生研究所が研究協力

【要 旨】

1 病原体検査を中心に、診断検査、ウイルスサーベイランス及びその実施体制につい
|

|て 、研究協力者とともにレビュー し、これ らを踏まえて課題等を検討 した。

今回のインフルエンザバンデミックでは、地方衛生研究所は、その診断検査、情報

発信等についての対応能力を活かして役割を果たし、効果的かつ円滑な対応に貢献し

|た。その一方で地方衛生研究所間の試験法、人材、体制等の格差があることも明らか

|と なったことから、今後、地方衛生研究所の役割と関係機関との連携システムの再構

1築、感染症対応における地方衛生研究所の役割についての法制化等による明確化も必

1要と考えられる。

【報告の概要】
.

(1)遺伝子診断検査による検査体制

○ これまで想定されている高病原性鳥インフルエンザウイルス A/H5Nか らの発生

を想定した事前の対応準備 (遺伝子診断検査に関する技術研修、情報提供 “共有体

制の構築等)は今回の新型インフルエンザ対応において大いに有用であつた。

○ 国立感染症研究所からの遺伝子診断検査のための試薬等の提供 (H21.5.2に は、全

国の地方衛生研究所で受け取り完了)及びそれまでの事前調整が迅速になされた。

○ 国立感染症研究所から提供されたプローブ (遺伝子診断検査用試薬の一つ)領域

の遺伝子変異情報が地方衛生研究所から報告され、その情報に基づき早期かつ円滑

なプローブの改良が行われ、診断精度が高まうた。
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○ 地方衛生研究所感染症対策部会からの提言等により、厚生労働省が現実的かつ迅

速な判断を行い、当初、WHOにおいて BSL 3と された新型インフルエンザウイル

スの取扱いレベルをBSL 2と する旨の通達が発出された。

<課 題>
○ 地方衛生研究所における人員の確保、機器整備状況の改善

※ 地方衛生研究所における日常の種々の業務に加えて新型インフルエンザの大量の検査検体への

対応とその両立、或いは業務の優先順位の判断が困難であつた。今後、緊急時対応における人員

確保、機器整備、業務の優先順位の明確化等において改善を要する地方衛生研究所が多いと考え

られる。

○ 地方衛生研究所の検査技術への評価、信頼性

※ 初期における確定診断は、地方衛生研究所と国立感染症研究所とのダブルチェックにより行わた

れたが、作業が混乱する要因となったとともに、検査技術の過小評価と受け止めた地方衛生研究

所も多かつた。

※ 地方衛生研究所においても、平素からのクロスチェック等による精度管理や研修システムの構築

・継続が必要である。

○ 頻繁に行われた厚労省からの検査方針等の変更及びこれ らへの対応        .
※ 科学的知見 と現場での対応状態の把握に基づ く適宜適切な対応方針の決定方法については、さら

に検討が必要と考えられる。

○ 迅速診断簡易キットと遺伝子診断検査との結果の乖離への対応

※ 今後 とも得 られたデータをもとに原因等の詳細な解明や対応について検討する予定。

(2)ウイルスサーベイランス

○ 地方衛生研究所の機器整備等の状況を踏まえ、地方衛生研究所t国立感染症研究

所が協力してオセルタミビル薬剤耐性株の検出系の評価を行つた。

○ 重症化症例について、病状進行に及ぼす影響等について詳細に解析を行つた。

<課 題>
○ 地方衛生研究所における人員の確保、機器の不足等への対応

※ 地方衛生研究所における機器 (シークエンサ=、 リアルタイム PCR等 )の整備状況等に差があ

り、発生後に整備されたところもある。

○ 緊急対応時における諸経費等の確保

※ 地方衛生研究所により予算。人員面での状況等に差があり、対応に難渋した地方衛生研究所もあ

る。

(3)地方衛生研究所における体制

〇 近畿地方においては、近隣 自治体の地方衛生研究所 との連携・協力を謳 つた健康

危機対応の協定書による検査対応が行われた。

○ 各 自治体 においては新型インフルエンザに対する事前準備が開始 されていた こと

か ら、研修、模擬訓練等を含め、危機意識のモチベーシ ョンの高ま りを背景 にスム
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―ズに対応できたところが少なくない。

○ 地方感染症情報センター としての情報発信等についても、その役割を果たすこと

ができた。

<課 題>
○ 各地方衛生研究所では、今回の経験をもとに運用指針の見直 し等により実際的な

対応体制を再検討することが必要である。

※ 各地方衛生研究所では、人員の不足から職員の疲弊があつたが、職員への負荷は必ずしも検体数

の増加と相関せず、応援体制を含めた運用の方法に影響されると考えられた。

○ 自治体により地方衛生研究所における対応の準備状況、検査能力、機器整備、人

員確保、予算等、地方衛生研究所 (間),保健所―医療機関一本庁 (県庁等)一国

(厚生労働省等)と の連携 口連絡体制等の状況が異なり、改善を要する部分も多い。

、※ 全国の地方衛生研究所に対するアンケー トを実施 した結果t自 治体により機器整備状況等に差が

あつた。また、協力研究者か らの報告では自治体によつて関係機関 との連携等の状況も異なって

いた。今後はt地方衛生研究所と関係機関それぞれの役割と連携システムの再構築、地方衛生研

究所の法制化等による各機関の役割をより明確にすることが不可欠と考えられる。

国立保健医療科学院における人材育成

【要 旨】

[1レト]

新型インフルエンザについて国の実施 した対策を総括 し、感染症危機管理対策に係 |

る人材育成のあり方、医療情報ネッ トワークの活用について検討を行つた。    |
国の対策に関 してはt水際対策t検査体制、 リスク評価の面で改善の必要性が示唆

|

された。地域に応 じた対応を臨機応変に実施するには、検査機能と疫学機能の両面か
|

らの人材育成が必要 と考えられた。

【報告の概要】

○ 国の対策に関して、水際対策、検査体制、リスク評価の面で改善の必要性が示唆

された。水際対策については、健康危機管理情報を収集し、迅速に病原体の特徴を

把握する体制が必要であり、地域に応じた対応を臨機応変に実施するには、検査機

能と疫学機能の両面からの人材育成が必要と考えられた。

○ 国立保健医療科学院における研修は、新たに加わった「健康監視」を含めた保健

所の対応に少なからず寄与していた。しかしながら、保健所は都道府県本庁で決定

された方針に従ってどのように対応するかが求められていることから、今後は、健

康危機管理対策を立案する都道府県本庁の職員を対象とした研修の必要性が示唆さ

れた。

○ 感染症危機管理対策は、危機対応に当たる機関の効率的で持続的な連携が不可欠

である。特に、限られた人員、予算、時間の制約下で柔軟に事案に対応するために

は、国及び都道府県において情報政策を統括する責任者を設置し、情報システムを

緊急に運用できる体制の構築が必要であり、健康危機管理情報の分析、評価の向上
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に向けた研修の必要性が示唆された。

<課 題>
○ 感染症法に基づ く感染症発生動向調査の中核を担 う地方衛生研究所については、

能力の平準化が不可欠であり、このためには、検体分与、運搬等に係る制度の見直

しが必要である。

○ 本研究における検討を踏まえ、更なる科学院の健康危機管理分野に係る研修の充

実・強化を図る必要がある。

-36-


